
 

令和７年度 小水力発電開発促進支援事業 補助金 募集要項 

 

                             企業局電気工水課 

                          令和７年１０月２８日 

 

１ 事業目的 

  小水力発電の開発を行う者に対して、山口県企業局（以下「企業局」という。）が、流量調査、

設計又は建設工事の経費の一部又は全額を助成することにより、地域が主体となって取り組む小

水力発電の開発を促進し、もって地域の活性化に資することを目的とします。 

 

２ 定義 

この要項において、次の各号に掲げる用語の定義は、以下のとおりとします。 

 (1) 小水力発電   最大出力２０ｋＷ未満の水力発電施設を利用して発電することをいう。 

 (2) 小水力発電事業 (1)により発電した電気を再生可能エネルギーの固定価格買取制度（ＦＩ

Ｔ）に基づき全量売電することをいう。ただし、ＦＩＴの地域活用要件

において、ＦＩＴによる売電以外で活用する電気についてはこの限りで

ない。 

 (3) 流量調査    河川等の流量を「発電水力流量調査の手引き」（社団法人 電力土木技術協

会）に基づき、毎月、実測調査することをいう。 

 (4) 設計      流量調査等を踏まえて小水力発電施設の建設工事に係る設計を行うことを

いう。 

 (5) 建設工事    流量調査、設計等を踏まえて新たに小水力発電施設を整備することをいう。 

 

３ 事業概要 

(1)補助申請者 

本事業により補助金の交付を申請することができるのは、「農山漁村又は中山間地域の振興

を図る活動」又は「環境の保全を図る活動」を主たる目的とする特定非営利活動法人（主たる事

業所の所在地が山口県内）、法人格を有する自治会その他山口県公営企業管理者（以下「管理者」

という。）が認める法人あるいは発電施設の設計開始までにこれらの法人を設立する予定の任

意団体代表者又は個人で、次の各号に掲げる要件を満たす者とします。 

   なお、申請後や交付決定後に要件を満たさない事由が発生、判明した場合、補助金を交付し

ない、あるいは、補助金の返還を求める場合があります。 

 

ア 山口県内で新たに小水力発電施設を整備し、小水力発電事業を計画していること｡ 

イ 本支援事業補助金を受けて小水力発電事業を行った場合は、売電開始後２０年間に発生し

た利益は、毎年度、地域活性化の事業に全額充当すること。 

ウ 企業局の行う小水力発電開発促進支援事業の技術支援事業に申し込んでいること｡ 

エ 流量調査、設計又は建設工事は、山口県の「建設工事等競争入札参加資格」を有する業者



に発注すること。 

オ 企業局が行う小水力発電に関する啓発活動に協力できること。 

カ 申請者は、山口県税の滞納をしていないこと。また、山口県暴力団排除条例に規定する暴

力団員又は暴力団若しくは暴力団との関係を有しない者であること。 

 

(2)補助対象経費等 

 ア 流量調査 

区 分 内 容 

交付対象経費 

発電施設の事業化に向けた流量調査に要する調査分析費、機械器具費及

び工事費(千円未満は切捨)、用地賃借料。 

ただし、用地取得費に要する経費を除く。 

補助率 １０／１０ 

補助金限度額 
２，０００千円（１２か月分） ※申請年度の調査期間が１２月に満た

ない場合は、月割り額を限度額とする。 

 

 イ 設計 

区 分 内 容 

交付対象経費 発電施設の建設工事に係る設計に要する経費 

補助率 １０／１０ 

補助金限度額 ５，０００千円 

 

 ウ 建設工事 

区 分 内 容 

交付対象経費 発電施設の建設工事に要する経費 

補助率 １０／１０ 

補助金限度額 １０，０００千円 

   

  ※設計と建設工事を一体で行う場合、補助金限度額は、設計と建設工事を合わせて 

１５，０００千円とします。 

 ※他の補助金・助成金等の採択を受けた事業は、本補助金の交付の対象となりません。 

   ※消費税及び地方消費税は、消費税法における納税義務者とならない補助申請者を除き、補

助金の対象外とします。 

 

(3)採択件数 

ア 流量調査 １件程度 

イ 設計   １件程度 

ウ 建設工事 １件程度 

   



４ 申請方法等 

(1)募集開始 

令和７年１０月２８日（火）から 

※補助金額が予算枠に達した時点で補助を終了します。 

※補助金交付決定通知書に記載される交付決定通知日以降に、委託又は工事に着手してください。 

(2) 提出書類 

ア 補助金交付申請書(様式) 

イ 事業計画書及び収支予算書(様式別紙) 

ウ 調査地点・建設予定場所の使用に関する書類 (占用許可証、賃貸借契約書等) 

エ 調査地点・建設予定場所の位置図 

オ 法人概要（任意団体の場合は団体概要） 

カ 法人定款 

キ 登記簿謄本(任意団体代表者又は個人の場合、住民票) 

ク 直近の事業年度の財務諸表（法人の場合） 

ケ 納税証明書(都道府県税に未納税額がないことを記載したもの) 

コ その他参考となる書類（建設予定場所の流量資料等（設計又は建設工事の場合）、建設工事 

 に係る設計資料等（建設工事の場合）） 

        なお、提出書類は返却しませんので御注意ください。 

(3) 申請部数  １部 

(4) 申請先 

〒 753-8501 山口市滝町１番１号 

山口県企業局 電気工水課 調整・管財班 宛て 

 

５ 審査  

審査は、企業局内に設置する「小水力発電開発促進支援事業審査委員会」において行い、企業

局が行う小水力発電開発促進支援事業の技術支援事業等で得られたデータ（流量、落差、設計資

料等）を基に算定した採算性や水利権の状況等により実現性の高いものを採択します。結果につ

いては、後日、申請者宛てに通知します。 

 

６ その他 

(1) 別添の「小水力発電開発促進支援事業 補助金交付要綱」を必ず読んでください。 

 なお、募集要項２(2)又は交付要綱第３条第二号の「小水力発電事業」中の、「ＦＩＴの地

域活用要件において、ＦＩＴによる売電以外で活用する電気」とは、ＦＩＴの地域活用要件

における自家消費又は災害時を含む電気の当該地方公共団体への供給を表します。 

(2) 本事業は、営利を目的として開発を行う者には適用されません。申請者の具体的な事業の内 

容や地域活性化に対する考えが本事業に合致していることを法人定款、法人概要、その他関係

資料により確認します。 

(3) 流量調査、設計、建設工事及び維持管理に当たっては、原則、複数者の入札又は見積として 

 ください。また、交付決定日より前に契約している場合は、対象外となります。 



(4) 小水力発電施設のリース契約による設置は、対象外です。 

(5) 自己負担の全部又は一部が融資による場合は、融資の内容を契約書等で確認させていただき

ます。 

(6) 実績報告書の内容を確認した後、補助金を交付します。 

(7) 補助金を受けて小水力発電事業を行った場合、売電開始後２０年間（地域活性化事業に充当

する金額が補助金の額に達した場合はその期間）、毎年度、小水力発電事業の収支の内訳、売

電実績及び地域活性化事業の実績について、報告書を提出していただきます。小水力発電施設

が適正に管理され、補助申請時に見込まれた年経費をベースに、売電により発生した利益を適

切に地域活性化に充当していることを確認します。 

  なお、当該事業を期間の途中で廃止する場合は、交付要綱の承認申請を要するとともに廃止

理由、経過年数及び地域活性化への充当状況を勘案し、補助金の全部又は一部を返還していた

だきます。 

(8) 補助対象期間は、原則単年度とします。ただし、工程上単年度では事業完了が不可能である

と確認できるものについては複数年度の計画で申請してください。その場合でも、年度毎の申

請・審査により補助金を交付することになりますので、年度毎の実施内容及び金額等が明確に

確認できるようにしてください。次年度の補助金は、予算の状況や審査によっては交付できな

い場合があります。 
 

  《例:２か年計画の場合》 
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 (9) 補助金額が予算枠に達した時点で補助を終了しますので、お早めにご相談ください。 

 

７ 問い合わせ先 

〒 753-8501 山口市滝町１番１号 

山口県企業局 電気工水課 調整・管財班 

TEL:083-933-4030  FAX:083-933-4029 


